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相互作用としての日中関係―池田政権期の日中関係研究― 
 
 本小委員会は、程蘊氏が提出した博士（学位）請求論文「相互作用としての日中関係―池田政権期
の日中関係研究―」について、口述試験を含む論文審査を終了した。以下、その審査結果を報告する。 
 
１，本論文の主題と構成 
 
 本論文は、戦後の日中関係について国交正常化に先立つ時期としての池田政権期に焦点を絞り、そ
の過程を詳細に明らかにした研究である。特に本論文は、日中関係を相互作用として把握する、とい
う方法を通して当該期の日中関係に新たな光を当てている。1972 年田中政権期の日中国交正常化につ
いては、既に多くの先行研究の蓄積があり、国際政治学、日本外交史、国際関係史等の視点からその
詳細が明らかにされている。しかし池田政権期の日中関係は、国交正常化の単なる前史として捉えら
れる傾向が強く、その結果、先行研究は必ずしも多くない。こうした研究状況のなかで、本論文は、
池田内閣期に先だつ岸政権期、及び、池田以後の佐藤内閣期のそれぞれの日中関係にも目配りしつつ、
池田内閣期の日中関係が持つ固有の局面とその意味に注目し、その間の両国の相互作用を明らかにし
たものである。 
 
論文の章別編成は以下のとおりである。 
 
序章 
１，問題提起と本稿の仮説 
２，日中関係分析アプローチの発展 
３，本研究の分析視角 
４，本稿の構成 
第 1 章 異なる次元での対日工作と対中外交（1950 年代） 
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 第 1 節 対日工作における民間中心の形成と変遷（1950 年代） 
 第 2 節 外務省官僚の中国認識と対中「一元化外交」構想 
 第 3 節 池田勇人の対中戦略の形成 
第 2 章 対日工作と対中外交との交差と平行（1960―1961） 
 第 1 節 自民党内親中国派と中国の対自民党工作 
 第 2 節 中国の対社会党工作と民間外交の足掛かりの喪失 
 第 3 節 対中外交の二正面作戦（1961 年）―政府間接触と自由主義陣営の協調 
第 3 章 共通の土俵に乗った対日政策と対中外交（1962―1964） 
 第 1 節 日中間共通の土俵の形成 
 第 2 節 共通の土俵での日中折衝 
第 4 章 相互作用としての日華紛争 
第 5 章 共通の土俵の崩壊と 1965 年の日中関係 
 第 1 節 佐藤榮作の中国政策構想―実像と虚像 
 第 2 節 中国の対佐藤政権政策と共通の土俵の崩壊 
結論 
参考文献 
 
２，本論文の要旨 
 
本論文は 5 章から構成されている。まず、序章では本論文の分析アプローチが示される。すなわち
従来、冷戦構造による日中関係への影響が強調されてきたが、本論文では日中間の相互作用のダイナ
ミクスに焦点を当て、二国間交渉、及び二国間交渉以前の水面下のやりとりを考察する。 
第 1 章「異なる次元での対日工作と対中外交（1950 年代）」では、国交正常化以前の日中関係の対
立構造を示す。国交正常化以前の日中関係が冷戦という国際構造に制約されていたことは論を俟たな
い。しかし冷戦構造の視角だけでは、戦後日中関係の対立性を検討するのは不充分である。国交正常
化以前の日中関係の対立構造の形成とその変遷を説明するには、中国の対日工作と日本の対中外交の
展開及び双方の相互作用を考えなければならない。1954 年に毛沢東の「中間地帯」論の国際秩序観が
中国外交の指導思想として確立されてから、中国政府は日本中立化を東アジアで自由主義陣営を離間
させるカギと見なしてきた。それに伴い、中国の対日外交もその前の「非接触」から微笑外交に転じ、
「以民促官」の対日工作が盛んに展開されていった。だが日本の外務省官僚の目には中国政府の微笑
外交は、対日浸透の「平和攻勢」と映っていた。これへの対策として外務省の官僚は、米国のように
対中「封じ込め」を強化させたわけではなく、中国政府の対日民間浸透を食い止めるように、民間の
代わりに政府レベルでの接触を積極的に模索した。これが対中「外交一元化」のきっかけとなった。 
「以民促官」の方針を採っていた中国政府は当初、政府間接触に必ずしも反対はしなかった。中国
政府にとって、日中国交正常化を目指す政府間交渉自体は米国の「封じ込め」政策を打破し、「日米離
間」を実現させる重要な一環であった。だが米国の反対によって日本外務省は政府間交渉と「中共承
認」を明確に区別しただけでなく、交渉の内容を実務レベルの問題に限ることを主張した。こうした
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政府間交渉に対する認識のずれによって、1950 年代後期、日本の民間人「日本人民」を対象とする対
日工作と、「外交一元化」を唱える対中外交との対立構図が次第に形成されることになった。 
第 2 章 「対日工作と対中外交との交差と平行（1960―1961）」では、日本の民間人を対象とする
対日工作が「政治三原則」を前提に進められたが、日本人の大勢を同調させられたわけではなかった
ことを示す。「対日工作」は日本の世論に日中関係打開の必要性を認識させることにはなった。それに
よって、1960 年 7 月に首相の座についた池田勇人は日中関係の打開を迫られることになった。関係
打開のカギは明らかに上述の対日工作と対中外交の対立構造を打破することにある。だが日中双方を
交渉のテーブルにつかせるため、如何にして日中間の認識のずれを解消させるかは難問であった。中
国政府は発足したばかりの池田政権を岸政権と同一視し、その前向きの対中姿勢を「日本人民」を騙
すものと考えていた。一方訪中した親中国派政治家に対しても、中国政府は彼らが伝えてきた池田の
前向きな対中姿勢を信用せず、彼らを池田政権の反対派にさせるよう働きかけた。こうした状況下、
池田政権初期において対日工作と対中外交の平行線は続いていた。中国政府は左派勢力への工作を中
心に日本国内の反米運動を高揚させようとしたが、日本政府は自由主義諸国との協調で国連における
中国代表権問題を通じて、「二つの中国」を固定化させようと図った。それにもかかわらず自民党親中
国派の奔走によって、日中間の認識のずれは縮小されることになった。中国政府は親中国派を「政治
三原則」に同調させるために、彼等との関係を緊密化するとともに、具体的な対策でも親中国派の主
張を一部吸収して、自らの対自民党政策を微調整し続けた。これが対日工作と対中外交の対立構造の
打破に役立った。1961 年 6 月の宇都宮訪中で周恩来が池田の立場にある程度の理解を示したことは
その表れである。その上で、親中国派が持っていた日中政府間の連絡ルートという性格も中国政府に
受け容れられることになった。 
とはいえ、それだけでは対日工作と対中外交の対立構造が打破されたことを意味しない。日中間の
意思の疎通は決して交渉と言えるレベルではなかった。親中国派、特に松村謙三は池田本人に信頼さ
れていたが、「外交一元化」を唱えていた外務省が将来の日中交渉において、自民党親中国派をどれほ
ど受け容れるかはまだ明らかではなかった。 
 
第 3 章 「共通の土俵に乗った対日政策と対中外交（1962―1964）」では、松村などの親中国派を
政府特使として日中交渉に介入させる構想を取上げる。この構想は外務省の遠藤又男中国課長により
提案されたものであった(1962 年 3 月)。だが、当初、この構想は外務省内で多数の支持を集めたわけ
ではなかった。アメリカ政府への配慮とともに、中国政府がそれに応じないであろうという観測によ
って、外務省内の主流は、遠藤構想の推進は時期尚早だという慎重な態度を取っていた。しかし 1962
年 4 月の大久保任晴（松村の秘書、外務省とのつながりが強い）の訪中は外務省の姿勢を転換させる
重要な契機になった。中国政府より手渡された「覚書」から、外務省の上層部は、中国政府が松村な
どの親中国派を介して日中交渉を受け容れる可能性を読み取って、遠藤構想を支持する態度に転換し
た。 
一方で交渉の内容に関して、外務省は、従来の郵便、電信、日本人の引き揚げなどの幅広い範囲か
ら、対中輸出の延べ払い供与という一点に絞って対中関係打開の切り口とした。この政策の転換は
1962 年初頭の日中貿易態勢と、大久保訪中から読み取った中国政府の意図によってもたらされたもの
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であった。外務省は対中輸出の延べ払い供与と引き換えに、中国に「友好貿易」と日本国内の左派運
動への干渉政策を放棄させる方針を打ち立てた(1962 年 5 月)。その後のやり取りを経て、1962 年 8
月、貿易問題に関する日中間の意見の相違は依然として存在していたが、日本外務省が「外交一元化」
を放棄し、中国政府が池田政権を相手にすることによって、双方は交渉のテーブルにつく条件が整っ
た。1962 年 9 月の松村訪中と 10 月の高碕訪中を通じて LT 貿易協定が締結され、対日工作と対中外
交の対立構造はようやく打開の糸口についたのである。 
勿論 LT 貿易協定の締結は、日中間のすべての問題の解決を意味してはいなかった。「日米離間」と
いう究極的な目標を持っていた中国政府と、「二つの中国」を実現させようとする池田政権は、交渉を
通じてその戦略の対立を解消させる可能性もなかった。だが対日工作と対中外交の手法の変化によっ
て、対立的な戦略目標に向けて邁進してきた日中双方は、相手の動きを警戒せずかえってそれを評価
するようになった。 
中国政府の新手法は「貿易争点化」政策であった。即ち、貿易問題で日本の非政府関係者(主に自民
党親中国派と経済界)への働きかけを通じて、日本政府の譲歩を引き出し、ついには自由主義陣営の対
中政策協調を打破するというのが狙いであった。「政治三原則」に比べてそれは漸進的な政策だが、日
本中立化という究極的な目標は変わっていなかった。 
一方池田も対中貿易の政治的目的を隠さず、貿易などの交流を通じて中国の対外強硬姿勢を緩和さ
せ、中国共産主義の拡張を食い止めようと図った。したがって対中貿易問題で台湾と米国の反対を受
けても、池田政権は対中譲歩に踏み出したのである。勿論池田政権は米国と西欧諸国への説明を重視
し、自由主義陣営の協調にも力を注いでいた。 
こうした状況下、中国政府は日中貿易における池田政権の譲歩から、日本政府が中立化に転じる可
能性を見出したと同時に、池田政権は貿易問題での前向きな姿勢を通じて、日本国内の左派勢力から
日中関係の主導権を奪い、対日外交問題で中国政府の「低姿勢」を引き出すことに成功した。その上、
交渉の場で松村をはじめとした自民党親中国派は、池田の前向きな対中姿勢を伝えるとともに、中国
政府に過激な対外政策の自制を呼びかけたのである。 
 
第 4 章 「相互作用としての日華紛争」では、相互作用に対する障害としての国府の反対を考察す
る。国府は周鴻慶事件以降、日本との断交をも辞さずとの姿勢を示し､池田政権の「二つの中国」戦略
に支障を生じた。1963 年後半から池田政権は国府との関係を再構築することを余儀なくされた。日本
政界には親台湾勢力がつよかったこともあり、国府は彼等への働きかけを通じて日本政府の外交政策
に影響を与えることができた。しかしビニロン・プラントの中国大陸向け延べ払い輸出問題以降、国
府は、親台湾派の力に依存して池田政権にブレーキをかけることが難しくなっていた。これについて
池田政権は、むしろ親台湾派というインフォーマルなルートを利用し、自らの対中政策を修正するこ
となく日華紛争の収束を図ることに成功した。結局、池田政権は吉田茂元首相を訪台させ、「吉田書翰」
という曖昧な文書で国府と北京政府とのバランスを取った。 
 
第 5 章 「共通の土俵の崩壊と 1965 年の日中関係」では、池田政権の後継内閣となった佐藤政権
期の初期について、日中関係の視点から考察している。国際環境から見れば、佐藤政権発足の 1964
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年 11 月は、池田政権発足の 1960 年とは全く異なっていた。まず中仏国交樹立によって中国問題が自
由主義陣営を二分することになった。佐藤にとっては自由主義陣営の統一を守ることが主要な課題と
なったのである。具体的には対中国貿易の現状維持であり、佐藤はそれ以上の譲歩は行わなかった。
中国政府は当初、「右翼」としての佐藤に警戒感を持っていたが、政権につく直前の佐藤が親中国姿勢
をとったことから、将来の佐藤政権に期待感を持った。政権発足から 1965 年前半までは親中国派と
いう連絡ルートが引き続き機能していたことから、佐藤政権と中国政府との認識のずれはある程度埋
められていた。親中国派は佐藤の中国に対する前向きの姿勢を中国政府に伝え、輸銀の延べ払い輸出
の問題では日本政府が譲歩する可能性をも示唆した。しかし、延べ払い輸出に輸銀資金を使う問題で
親中国派の意見と佐藤の本意とは異なっていた。佐藤は対中国連絡ルートを親中国派とは別に構築し
ようと模索し、それが日中間の対立を深刻化することになった。日中間交渉ルートの転換は親中国派
の反発を招き、次第に佐藤政権に協力する立場を転換した。これが中国政府の対日強硬姿勢を強め、
遂に 1965 年後半には中国の対日政策における民間工作と、日本の対中政策における「外交一元化」
とが対立する構造が再現することになった。 
 
３，本論文の特色と評価 
 本論文は、池田内閣期の日中関係について、中国の対日政策、日本の対中政策の基本的な対立構造
を確認し、そうした構造が日中両国政府及び民間ルートの相互作用のなかで変容する過程を極めて詳
細に分析した。この分析のなかで、本論文は、日中双方の一次資料を綿密に読み込む作業を蓄積しつ
つ説得力に富む実証的考察を行っている。日本側では外務省だけでなく、自民党内の親中国派、親台
湾派の動きにも視野を広げ、その思想と行動を明らかにしている。同時に、中国側の対日政策の変化
を入手し得る資料の範囲で詳細に跡づけている。これらの考察に基づいて、日中両国政府の相互関係
という次元に分析を進め、こうした相互作用こそが冷戦下の池田内閣期にあって、日中関係に改善と
進展とをもたらしたことを明らかにしている。 
 
 本論文について評価できる点としては以下のとおりである。 
 第 1 に評価できるのは、日中関係について池田内閣期に焦点を絞り、冷戦構造下における制約条件
にも拘わらず両国が貿易という手段によって接近した事実を明らかにしたことである。つまり西側陣
営の一員としての外交を推進する池田政権と、日米離間を図る中国政府との対立構造のなかで、貿易
という手段が果した政治的機能が示された。これまでの研究では既に池田内閣期の日中関係について
LT 貿易などの成果が注目されてきたが、そこに至る外務省と自民党親中国派との役割は必ずしも明
らかにされなかった。むしろ、日本側については「外交一元化」を守ろうとする外務省と非公式ルー
トとの対立を強調する傾向があった。こうした研究動向に対して本論文は、外務省の「外交一元化」
について、その柔軟性をも指摘し、他方で自民党親中国派及び経済界の役割にも注目して、それぞれ
をバランスよく評価したところに特徴がある。 
 第２に、中国政府の対日観及び国際環境における変化を、単なる冷戦構造で説明することなく明ら
かにしたことである。こうした手法によって、本論文の中心的な概念である「相互作用」の意味が活
かされることになった。この手法は、日中関係だけでなく、日本外交における多様な領域でも活用さ
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れる可能性があり、そうした意味で本論文の外交史研究に対する貢献度は高い。冷戦下の日本外交が、
国際政治構造による制約にも拘わらず、政府内外の政策決定者それぞれの自律的な構想と行動によっ
て新たな局面を開いたという本論文の強調点は、今後の研究に対しても貴重な示唆となるであろう。 
 第３点に、史料的な研究レベルの高さが評価できる。中国側史料の公開は未だに制約が多いとは言
え、日本側史料については外務省の公開記録を渉猟する努力が実を結び、重厚で堅固な実証研究とし
ての水準に達している。 
 しかし、本論文にも欠点が無いわけではない。まず、本論文が極めて詳細な事実関係を明らかにし、
事実の時系列的な整理に努力しているにも拘わらず、最終的な本論文の結論がやや曖昧であるという
印象を否めない、という点である。又、本論文の基本的概念である「相互作用」について、なお説明
不足の面がある。これらの点は、今後の課題として程氏が取り組むべきものである。 
  
４，口述試験 
 本小委員会は 2015 年 6月 3 日に程氏の口述試験を行った。その際、審査委員は論文を中心として、
その論理展開、趣旨、結論などについて詳細に質問し、それらの質問に対して程氏からは十分な説得
力のある回答が得られた。加えて、程氏について母語以外に外国語 2 ヶ国語（日本語・英語）の能力
の確認を行った。試験の結果、本小委員会は、程氏について合格の判定を行った。 
 
５，結論 
 以上の審査の結果、本小委員会は程蘊氏が、研究能力並びに学位論文に結実した研究成果の水準の
両面に、博士（政治学）の学位を受けるのに十分値いするものと判定する。 
 
                                           以上 
